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特集 モビリティサービスの進化

商用車モビリティサービスの進化
進む他業界との融合

小池貴之 肥後盛史 稲垣成晃 藤本赳生 吉澤友貴

要　約

1	 乗用車と同様、商用車業界においても「CASE」は100年に一度の業界変化をもたらす
とされている。その変化の本質は、技術進化によるモビリティサービス市場の成長では
なく、新旧プレーヤーによる付加価値競争の加速により、業界全体の構造が一変すると
いうことである。

2	 「モノを運ぶ」分野では、自動車メーカーによる、新たなプラットフォームビジネスへ
の立ち上げや、ベンチャーなどのIT事業者による物流マッチング・ドライバーマッチン
グなど、従来のメーカー、サービサーの垣根を越えたモビリティサービスが次々と立ち
上がっている。

3	 「ヒトを運ぶ」分野では、海外で先行するUberなどのマッチングが当たり前の時代に突
入し、従来型運営事業者と個人事業主との垣根がなくなる。マイクロトランジットなど
の移動手段の多様化や、マルチモーダル型のサービスの登場により、タクシーや電車、
バスといった各交通手段もその分担境界線があいまいになる。

4	 商用車モビリティサービスはこのような「垣根の崩壊」により、巨大なマーケットを形
成すると期待されている。プラットフォームの確立に向けては、幅広いサービスカバレ
ッジと仲間作りにより、早期に実績を積み上げる必要がある。また、プラットフォーム
への相乗りを志向する事業者にとっては、各プラットフォームに対する目利き力を養い
つつ、コモディティ化への備えを進める必要がある。

Ⅰ　商用車モビリティサービスの市場成長背景と本質的意味合い
Ⅱ　「モノを運ぶ」モビリティサービスにおける事業機会
Ⅲ　「ヒトを運ぶ」モビリティサービスにおける事業機会
Ⅳ　商用車モビリティサービス市場の将来展望
Ⅴ　巨大マーケット需要創造に向けて
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これらの問題に加え、BtoBという特性か
ら経済合理性も大きな壁となる。商用車を購
入する事業者にとっては、クルマは経営の資
産でありツールである。そのクルマをいかに
高回転させ、ビジネスに活用できるか、それ
によってどれだけの収入を得られるかが購入
意思決定時における大きなポイントである。
CSR調達などに関心が高い物流事業者を除け
ば、エンジン車と比べて利便性、経済合理
性、あるいは安全面での実績に劣るEVをあ
えて選定するメリットは、なかなか見いだし
にくいというのが現実であろう。

一方、供給サイドを見てみると、中長期的
なEVなどの環境対応車の普及を見据えて、
既存市場に割って入ろうとするプレーヤーは
既に出てきている。

たとえば、国内バスのハード供給市場は、
これまで国内に拠点を持つメーカー数社によ
る寡占の状態であった。ただし、電動化、脱
エンジン化の流れをきっかけとして、海外の
自動車メーカーが国内への参入を狙ってい
る。中国では既に20万台以上のEVバスが走
行しているが、大手自動車メーカーである
BYDは、中国での実績を武器として、京都
や沖縄においてEVバスの実証実験に参画し
ている。また、欧州自動車メーカーのイベコ
社も天然ガスを動力としたバス、トラックの
日本導入を表明している。

さらに、サービス分野でも電機業界やエネ
ルギー業界、住宅業界からもバッテリーの再
利用や充電ステーション運営をにらんだ事業
参入が相次いだり、海外においてはEV専門
の整備事業者が出てきていたりと、プレーヤ
ーの多様化が進んでいる。

このように、EV自体の本格普及を待たず

Ⅰ	商用車モビリティサービスの
	 市場成長背景と本質的意味合い

本章では、商用車モビリティサービスにつ
いて、それらが最近になって注目されている
背景と、それによってもたらされる業界イン
パクトについて概説する。

1	 商用車業界においても
	 CASEがカギに

商用車とは、いわゆるBtoB向けのモビリ
ティである。それぞれ特定の用途に特化した
クルマであり、大きく「ヒトを運ぶバス・タ
クシー」と「モノを運ぶトラック」に大別さ
れる。

さて、この商用車業界では、乗用車と同じ
く100年に一度の変革を迎えるといわれてい
る。そのトリガーは乗用車と同様、CASE

（Connected、Autonomous、Shared、Elec-
tricの頭文字をとったもの）と呼ばれる4つ
の技術進化であろう。ただ、細かく見ていく
と、乗用車と同じような普及展開をたどるわ
けではない。一つ一つの市場機会と業界変革
の兆しについて触れていく。

2	 EV本格普及を待たずして、
	 プレーヤー多様化が加速

まず、EV（電気自動車）であるが、商用
車におけるEVは、乗用車の普及カーブを下
回っている。商用車は、乗用車と比較して 1
回あたりの移動距離や稼働時間が長い。従っ
て大きなバッテリーを必要とするが、重さや
積載スペースの問題、あるいは充電時間がネ
ックとなるため、エンジン搭載車と比較する
と使い勝手が損なわれる可能性がある。
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ングサービス）」が代表的だが、近年ではラ
クスルの「ハコベル」など、ネット上でマッ
チングや支払いまで済ませられるサービスも
出てきている。従来から定期配送において、
大手企業同士が相対で復路、往路を分担する
モデルは存在したが、最近では突発配送にも
対応し、かつ大手ではなく中小企業や、個人
事業主も巻き込んでのマッチングが可能にな
ってきているところが新しいといえる。

また、社会問題化しているドライバー不足
の解消策としても、このマッチングビジネス
は活況を呈している。手の空いている個人ド
ライバーを募り、仕事を抱えている物流事業
者や小売事業者（荷主）とマッチングさせる
というモデルである。米Uberは、個人ドラ
イバーを活用して宅配小口配送のマッチング
を行うサービス（UberRUSH）を既に2015
年に立ち上げている。

このように、商用車におけるシェアリング
は従来から存在はしていたものの、デジタル
化の進展により、マッチング対象者がより広
範になり、小口の突発ニーズであってもスム
ーズに対応できるようになった。今後も、
BtoBのみならず、CtoCのマッチングなどの
サービス対象がより細分化すると考えられ
る。

4	 リアルタイム化により
	 提案幅が広がるコネクテッド領域

次にコネクテッドであるが、実はこれにつ
いても商用車での「つながる」の歴史は長
い。バス・トラック・タクシーにしても、運
営事業者からすると運行管理、安全管理や労
務管理も効率化したいというニーズは古くか
らあり、アナログ時代から事業者内の各モビ

して、これまで安定寡占だった市場が変革す
る兆しが既に出てきているということであ
る。

3	 突発小口ニーズに対応した
	 シェアリングの普及

次に、シェアリングについてであるが、ま
ず、商用車においては、その特性から既にシ
ェアリングは進んでいると捉えるべきであ
る。バスは、さまざまな目的地へ向かう人々
をその最大公約数となる目的地付近まで乗せ
ており、そういう意味では、既にバスは市民
のシェアリングモビリティである。モノにつ
いても、複数の荷主からの依頼を受けて目的
地まで共同配送する3PL（3rd Party Logis-
tics）は1990年代から発達している。

そもそも、商用車のハード・サービス市場
は、移動ニーズ、輸送ニーズといった目的を
同じくしたユーザー同士がコストシェアリン
グをする方が経済合理性が成立しやすく、ま
た利便性も向上するといった背景から生まれ
た市場である。シェアリングは既に確立して
いるという見方は至極当然であろう。

ただ、近年においては、商用車におけるシ
ェアリングも様相を変えてきている。

物流事業者は、荷主の要請によって、積荷
が積載可能量に達していない状態で運ぶこと
が多々あるが、これが輸送効率を下げている
一因であるとされている。特に復路において
は顕著であり、物流事業者は何とか輸送効率
を上げようと、復路の積荷収集に努めている
状況である。

これらの隙間を埋めようと、第三者がマッ
チング事業を相次いで立ち上げている。国内
では、トランコムの「とらなび（輸送マッチ
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る。それらをソリューション提供機会と捉
え、今後、業種を問わず、さまざまなプレー
ヤーが参入を試みるだろう。

5	 最も大きな業界変革をもたらす
	 自動運転

最後に自動運転だが、これについては商用
車業界において、最も大きなインパクトを与
えるものとなるであろう。自動運転となって
も基本的にドライバーがクルマに乗り続ける
乗用車の場合と異なり、商用車では、ドライ
バーなしでモノ・ヒトを運ぶことができれ
ば、大きなメリットとなる。

国内においては、ドライバーの慢性的不足
や過酷な労働環境が社会問題化している。自
動運転は、これらの問題を解消できるキーソ
リューションとして期待されているほか、事
業者のコスト構造改革につながることで、た
とえばこれまで採算が見合わなかった路線バ
スも維持可能となるなど、社会的な意義も大
きいと考えられる。

また自動運転は物流業界の構造を一変させ
る可能性も秘めている。2030年以降となるで
あろうが、一般道までも完全自動運転化が進
めば、モノを運ぶという基本的価値を誰が享
受するのか、といったことから再定義が行わ
れよう。これまでは、トラックとドライバー
という経営資産を持ったプレーヤーが物流ビ
ジネスを支えてきた。つまり、荷主からすれ
ば、これらの資産を十分に抱え、かつ安全に
迅速に目的地に届けてくれる専門事業者に依
頼することが当たり前だったともいえる。

ところが、完全自動運転が可能となれば、
物流事業者は極論すればドライバーを抱えな
くてもよいし、初期投資や整備に手間のかか

リティと管制センターはつながっていた。
たとえばタクシー無線は1950年代には既に

登場しているが、最近になってデジタルに移
行しており、GPSも普及するなど、より簡便
にドライバー間や、ドライバー・管制センタ
ー間、あるいはドライバーとユーザー間でつ
ながるようになった。

トラックにおいても、コネクテッドの歴史
は古い。いすゞ自動車は2004年に国内で初の
テレマティクスサービス（みまもりくんオン
ラインサービス）を立ち上げ、車両販売後も
ユーザーの車両情報を収集し、効率的に車検
などの整備サービスにつなげる仕組みを整え
ている。現在は、ユーザーのダウンタイム

（非稼働時間）を最小化する目的でのサービ
スとなるが、今後は物流事業者の運行管理支
援やドライバーに対する支援などメニューを
豊富化する計画である。

異業種からの当市場参入機会も増えてい
る。商用車については車両の自己診断機能

（OBDⅡ）の搭載義務化が進められている。
また、国内においては、運行記録計（タコグ
ラフ）の装着義務化も対象範囲が広がり、デ
ジタルタコグラフの搭載車が急速に拡大して
いる。これらの情報収集端末の普及により、
車両情報、運行情報の収集、およびリアルタ
イム管理がメーカー以外のプレーヤーでも可
能となった。商社やIT企業などさまざまな
プレーヤーが、このような車両関連情報に加
え、荷主情報や渋滞情報などを組み合わせ
て、物流事業者の運行管理を総合的に支援す
るサービス（フリートマネジメントサービ
ス）事業への参入をうかがっている。

このように、昨今のITの進化に伴い、コ
ネクトされる対象の幅が急速に広がってい
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6	 CASEによってもたらされる
	 「垣根の崩壊」

このように、CASEによって商用車業界に
は大きな変革がもたらされるとされている
が、これは、単純に関連するサービス市場が
広がるという意味にとどまらない。それによ
ってプレーヤー構造が激変する可能性があ
る、ということがその本質であろう。メーカ
ーとユーザーの垣根、ビジネス用と個人用と
の垣根など、これまで暗黙的に仕切られてい
た役割分担が崩壊し、さまざまな異業種プレ
ーヤーが当市場に参入する。また、それらを
トリガーとして、既存の商用車・輸送・物流
プレーヤーの従来型ビジネス領域での勢力図
をも一変させる可能性がある。これが、100
年に 1 度の変革といわれるゆえんである。

次章以降、商用車モビリティサービスにか
かわる新旧プレーヤーが、どのような意図を
もって、どのように垣根を崩そうとしている
のかについて、「モノを運ぶ（物流）」と「ヒ

るトラックを自社で保有する必要もない。言
い換えれば、「納期に合わせて安全に目的地
まで運ぶ」という行為自体は極限までコモデ
ィティ化する。この時代においては、自動運
転車を荷物量に応じてアレンジできる力と、
荷主との接点が物流事業のKBF（Key Buy-
ing Factor：顧客が商品・サービスを購入す
るにあたって重視する要素）となると考えら
れる。このKBFの変化は、既存の物流事業
者以外にも参入チャンスを広げる。たとえば
自動運転車を多く抱えるリース企業や、エン
ドユーザー接点を持ったIT事業者、あるい
は自動運転車を最も安く調達でき、保守サー
ビスにも精通した自動車メーカーそのもの
が、物流事業に自ら参入することも考えられ
るだろう。

このように、商用車における自動運転は、
社会的にも大きなインパクトを持つが、さら
に先には物流業界の勢力図が塗り変わる可能
性も秘めていると考えられる（表 1 ）。

表1　商用車業界における4つの技術変化

4つの技術変化 乗用車業界との違い

電動化
（Electric）

● 商用車は、走行距離、稼働時間が長く、また重量やスペース、経済性がネックとなる
● 短距離特定ルート利用など一部用途に限定して普及（乗用車よりも遅れる）

シェアリング
（Shared）

● 商用車の特性上、既にシェアリングは進展済み
● 今後は、デジタル化に伴い、シェアリングの対象者拡大（事業者から個人ユーザーなど）と、
突発・小口ニーズへの対応などファイン化が進展
─「ヒトを運ぶ」分野では、ライドシェア、カーシェアが進展

コネクテッド
（Connected）

● 既にメーカーと車両、ドライバーと運行管理者など、部分的にはコネクテッド済み。普
及は乗用車よりも早い

● 今後は、遠隔故障診断、運行管理、ドライバー支援、またそれらを総合したフリートマ
ネジメントサービスなど関連サービスの幅が広がる

自動運転
（Autonomous）

● 人件費抑制やドライバー不足解消に直結するため、乗用車よりもメリットは大きい
─「モノを運ぶ」分野は高速道路など、特定ルートから普及が進む
─「ヒトを運ぶ」分野においては、将来、自動運転タクシー・バスが普及
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車両メンテナンス費といった費用の抑制・最
適化が挙げられる。特に、人件費はトラック
事業者にとっての最大のボトルネックになっ
ており、2016年時点でドライバーの賃金は全
体コストの約 4 割を占めている（図 1 ）。

この生産性の向上においては、（ 1 ）運行
効率の改善、（ 2 ）隊列走行による人件費抑
制、そして（ 3 ）車両調達コストの低減が有
効であろう。その上で、（ 4 ）新たな付加価
値領域の探索を図ることで提供価値を向上さ
せ、収入機会を増やしていくことが必要と考
える。それぞれ物流事業者自らが手がけるも
のもあれば、そのギャップ解消を事業機会と
みて、周辺事業者が提案しているものもあ
る。この 4 つの方策ごとに事例を解説する。

（1）	 運行効率の改善

まず、運行効率の改善に向け、トラックの
空荷配送を抑制するサービス、いわゆるマッ
チングサービスについて取り上げる。物流業

トを運ぶ（人流）」の 2 つに分けて解説する。

Ⅱ	「モノを運ぶ」モビリティ
	 サービスにおける事業機会

本章では、「モノを運ぶ」物流向けモビリ
ティサービス市場の事業機会について、その
背景となる業界の課題とそれらを解決する先
進事例を交えつつ紹介する。

1	 物流事業者の経営改善に向けた
	 動きと事業機会

物流業界を取り巻く環境は年々深刻化して
おり、社会問題化しているといっても過言で
はない。ECの進展により小口貨物における
荷量は年々増加しているが、価格への転嫁は
進んでいるとは言い難く、コスト負担に耐え
られず経営難に陥る会社も、今後さらに増加
すると想定される。また、幹線輸送や小口配
送に従事するドライバーの採用難や高齢化問
題が取りざたされているが、現在のような過
酷な労働環境、処遇条件が改善されない限
り、抜本的な問題解消にはつながらないであ
ろう。つまり、物流業界の諸問題解消におい
ては「生産性の向上」が必須であり、これに
より労働条件の改善、雇用循環、ひいては事
業者の経営改善へとプラスの循環サイクルに
つながっていくものと考える。

この「生産性の向上」に向けては、「物流
効率の向上」と「コスト効率の向上」が鍵と
なろう。具体的には、前者では、最適なルー
ト構成やドライバー配置、積載率（現在は 4
割程度といわれており、往路満載、復路カラ
の状態よりも低い）といった運行効率の改善
が挙げられ、後者では人件費、車両調達費、

図1　貨物運送事業に占める営業費用の内訳

営業費用
事業者平均額
203,405千円

人件費
40%

運送費
86%

燃料油脂費
14%

修繕費
6%減価償却費

6%

その他運送費
（保険料など）

20%

一般管理費
14%

出所）全日本トラック協会　経営分析報告書平成28年度決算版（概要）を基に作成
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流事業者における保有トラック数の最適化に
つながる可能性も浮上する。

このように、業界が抱える運行効率の改善
という課題に対し、通信事業者や自動車メー
カーが、業界の垣根を越えて参画し始めてい
ることが特徴といえよう。各社が互いの得意
分野を持ち寄った課題解決への取り組みに対
し、個々の物流事業者はこれらを賢く活用す
ることで、運行効率が改善されることが大い
に期待される。

（2）	 隊列走行による人件費抑制

自動運転技術を活用したトラックの（無
人）隊列走行の推進は人件費抑制やドライバ
ーの負荷軽減に直結する。多量の貨物が一定
方向に輸送される高速道路などでの幹線物流
では、自動運転技術を搭載したドライバーレ
スのトラックが 2 台 3 台と隊列編成を組むこ
とで、高効率な大量輸送が実現できる。既に
国内では各トラックメーカーが実用化に向け
て技術開発を進めており、実際に2018年 1 月
には経済産業省と国土交通省、および国内ト
ラックメーカー 4 社（日野自動車、いすゞ自
動車、三菱ふそうトラック・バス、UDトラッ
クス）により、高速道路での実証実験も実施
された。これは、異なるトラックメーカーが
共同開発したシステムを使って走行するとい
う点で先進的な取り組みといえよう。この取
り組みでは、早ければ22年にも先頭車のみ有
人での走行を実現することを目指している。

一方、海外においても、たとえば三菱ふそ
うトラック・バスを傘下に持つ独ダイムラー
グループがドイツ、オランダ、米国で隊列走
行の実証実験を成功させており、また、独フ
ォルクスワーゲングループも、ドイツで実際

界においては従来からマッチングサービス自
体は存在していたが、近年ではGPSやスマー
トフォンの普及により、以前よりきめ細やか
でタイムリーなマッチングが可能となってい
る。

たとえば、NTTドコモは2017年より、富
士運輸、イーソーコ、トラボックスと共に車
両・荷主・倉庫をマッチングさせるプラット
フォームの開発を進め、GPSを通じた位置情
報を含め、空車情報ポータルサイト運営およ
び車両動態管理システムの販売を実施してい
る。このような通信事業者による取り組み
は、将来的に5Gネットワークが実用化され
ることで「超高速・大容量通信」や「多数の
対象端末の接続」が実現し、荷主や貨物の詳
細なデータが車両に提供されることで、より
運行効率の改善につながることが期待される。

一方で、車両メーカーの動きとしては、た
とえば、日野自動車では18年 6 月に新しい物
流のかたちを提案する新会社NEXT Logis-
tics Japan株式会社を立ち上げた。同社は、

「ドライバー・車両・荷物情報の 3 つの情報
を高度に活用した安心・安全な物流環境およ
び高積載率の実現」を目指し、幹線物流にお
ける貨物のマッチングについての実証実験を
通じながら、サービスの本格提供の検討を進
めるという。

また、運行効率の改善では、増加する小口
貨物を配送するトラックの効率的な走行も課
題である。配送トラックに荷物や配達先（不
在傾向）の情報が提供され、最適ルートが組
み上がれば、劇的に小口配達効率は向上する
ことが想定される。これに対し、AI（人工
知能）による機械学習を活用したルート設計
が実現されれば、再配達の削減、ひいては物
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ないことを特筆しておきたい。

（3）	 車両調達コストの低減

現在、物流事業者は、自動車メーカーから
自社配送用の車両を調達するのが一般的であ
るが、物流事業者が自ら配送用の車両開発・
生産をする動きも現れている。

国際物流・郵便の世界大手、ドイツポスト
は、2014年にEVベンチャーのストリートス
クーター社を買収した。14年から自社EVの
導入が開始され、17年時点で2500台が業務に
使用されている。生産能力は17年時点では年
1 万台だが、将来は 3 万台を目指す。21年を
めどに約 4 万7000台の小包配送車のほぼすべ
てをEVに切り替える計画である。

ストリートスクーターは、米国のPTC社
が開発したソフトウエア「Windchill」を導
入。主要サプライヤーのネットワークを活用
して部品を調達したことで、自社EVの開発
費が従来の開発より大幅に削減されたと発表
している。また、生産面において、EVはガ
ソリン・ディーゼルエンジン車と比較して、
設計が簡易で、車両組立の人員が少なくなる
ため、生産コストを大幅に削減できるといわ
れている。

EV化により、商用車においても、車両開
発・生産の参入障壁は、従来のガソリン車の
開発と比較して、低くなってきている。

さらに、ストリートスクーターは、生産台
数の拡大に加え、EV車両の販売（外販）の
検討を発表しており、EV車両の価格が低減
していく可能性もある。

このように、今後、物流事業者が自ら配送
車両を開発・生産、そして販売するという動
きが他地域においても出てくる可能性があ

に積荷を載せて配送を行う実証実験を行って
おり、各社で活発な技術開発が進められてい
る。

この隊列走行の推進には、自動運転技術の
開発が核となるが、個々の商用車メーカー単
独では技術開発力に限りがある。加えて、ト
ラック運送業者は複数メーカーの車両を使っ
ているケースが多く、隊列走行が適用される
対象のトラックを 1 メーカーに絞ることは望
ましくはない。このため、本技術に関しては
商用車メーカー間での技術の開発競争だけで
はなく、車々間（VtoV）通信技術でのメー
カー間の連携も肝要となる。

加えて、自動運転技術だけではなく、前述
の5Gネットワークを活用した遠隔操作技術
を取り入れることも有用である。走行データ
を細かく分析し、道路状況に応じたアクセ
ル・ブレーキタイミングの調整がVtoVでな
されることにより、円滑な隊列走行に役立ち
得る。

また、隊列走行の浸透には技術面だけでは
なくインフラ面の整備も不可欠である。たと
えば先頭車両以外が無人の隊列では、隊列を
組む際にすべての車両はどこかで停車し、ド
ライバーが乗り込む必要が発生する。このと
き、ドライバーが乗り込むための隊列の着脱
を行う場所が必要であり、高速道路を管轄す
る国土交通省による、インターチェンジなど
における隊列走行の着脱ステーションなどの
整備支援も必須となる。

このように、円滑な隊列走行の実現にあた
っては、単独の自動車メーカーの垣根を越
え、別の自動車メーカーや通信事業者、さら
にインフラといったさまざまなプレーヤーが
連関しており、 1 社だけでは課題を解決でき
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を経路案内などの走行情報に活用するだけで
はなく、荷室にある荷物を次の配送先に自動
で仕分け、また、出荷ドローンをバンから飛
行させることでドライバーの負荷を下げると
いった超高機能バンを検討している。

物流業界の課題解決、およびCASEをトリ
ガーとして、新たな付加価値提供のため、物
流事業者のみならず、メーカー、ベンチャー
企業などが連携しながら、当該市場での事業
機会をうかがっている。

この結果、各サービス、業界の従来の範囲
や垣根が崩れ、異業種からの参入が増加する
のと同時に、そのサービスを束ねるプラット
フォーマーの出現の可能性がある。

たとえば、コネクテッドカーの増加とともに
成長しているフリートマネージメントサービス

（FMS）の分野では、ダイムラー・フリートボ
ードのサービスなどが挙げられる。同社は

「Vehicle Management」「Time Manage-
ment」「Logistics Management」サービスな
どにより、顧客の運転管理支援、メンテナン
ス支援を行っている。2000年のサービス開始

る。

（4）	 新たな付加価値領域の探索

物流の効率化やコスト効率を向上させる動
きに加え、新たな付加価値を提供するサービ
スの検討も進む。たとえば、独ダイムラーは
スターシップ・テクノジーズ社と提携し、

「Mobile delivery boxes」としてパイロット
プロジェクトを開始した。同プロジェクトで
はRobovanといわれる車両を開発し、複数台
の配達ロボットをRobovanに搭載すること
で、バンの移動とロボットによる自動配達を
組み合わせ、効率的な輸送システムに取り組
んでいる。物流の課題であるラストワンマイ
ルを解決するため、自動配送ロボットを導入
するなど、単純な配送機能に価値を加え、消
費者の利便性や新たなニーズを満たす動きが
出始めている。

また、物流の工程の中で、荷役工程の手間
も大きな課題となっており、同じくダイムラ
ーは2016年 9 月に発表した「Vision Van」コ
ンセプトにおいて、同社のコネクテッド技術

図2　物流モビリティサービスの事業機会
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このような物流業界の潮流も俯瞰しつつ、
物流事業者やモビリティ事業提供者は、ソリ
ューション提供、サービス展開を図る必要が
ある。

Ⅲ	「ヒトを運ぶ」モビリティ
	 サービスにおける事業機会

本章では、「ヒトを運ぶ」人流モビリティ
サービス市場の事業機会について、その背景
となる業界の課題とそれらを解決する先進事
例を交えつつ解説する。

1	「ヒトを運ぶ」サービス業界が
	 抱える課題

人流モビリティサービスの主要な提供価値
が「ヒトの移動」である以上、一般にユーザ
ーの期待するサービス像は「（目的地まで）
速く・安全に・安価に・便利に利用できる」
ものであるといえる。既に「速く」「安全
に」移動する手段は、既存の事業者によりこ
れまでも取り組まれてきたこともあり、今
後、事業者に求められるのはユーザーの経済
的な負担が少なく、時間的・空間的な制約な
く利用できる移動手段の提供と考えられるだ
ろう。

しかしながら、国内の現状では必ずしもこ
れらの期待が満たされているとはいえない。
その大きな要因として、近年の経済、社会動
向の変化により、既存の移動手段とユーザー
ニーズ間にミスマッチが生じ始めていること
が挙げられる。

第一に、経済動向の変化として、特に先進
国大都市や国内首都圏における継続的な地価
上昇に伴う住居費の増加や、特に国内での中

以来、欧州、ブラジル、南アフリカを中心
に、18年時点で28.5万台のトラックに搭載さ
れ、7000の物流企業に導入されている。顧客
はこのサービスを活用することで、ドライバ
ーの運転データに基づく効率のよい運転方
法、部品交換時期の事前アラート、最適ルー
ト設計などが可能になる。ダイムラー・フリ
ートボードは、パートナー企業と連携を進
め、さらなる運転データの蓄積、ソリューシ
ョン精度の向上を図っており、商用車のフリ
ートマネジメントサービスのプラットフォー
ムとしての位置付けが高まってきている。

このように、異業種参入やパートナー構築
などが進む一方で、それを束ねるプラットフ
ォーマーの台頭の可能性も高まる（図 2 ）。

2	 複雑化・高度化する
	 物流業界への対応

ここまで、物流業界を取り巻く課題に対
し、自動車メーカーを主として、各社が業界
の垣根を越えて物流事業へ参画、ソリューシ
ョン提供を行う例を概観し、これらの取り組
みが物流業界の生産性改善に結びつき得るこ
とを伝えた。

一方で、物流業界の中でも、倉庫などの物
流不動産、3PL、幹線輸送、ラストワンマイ
ルなどの資産・サービスを組み合わせたコー
ディネーションサービスや、各種のアセット
に対するダイナミックな価格最適化機能のプ
ラットフォームサービスの登場など、提供機
能が複雑化・高度化している。これは、今や
物流という業界を考えるにあたっては、単に
貨物運送事業者にとどまらない、業界の垣根
を越えた大局的な視点が必要となることを示
唆している。
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2	 将来のサービス像と
	 新たな事業機会
（1）	 サービス進化の方向性

人流モビリティサービスにおける課題解決
の方向性として、経済的視点、社会的視点か
らのミスマッチ解消が考えられる

第一に経済的視点からは、自家用車保有よ
りも家計への負担が少ない移動手段の提供で
ある。国内でも日本自動車工業会が「平成31
年度税制改正に関する要望書」を発表し、自
動車取得・保有税の負荷低減を重点要望の一
つに挙げている。国内基幹産業を発展・維持
していくためにも、従来の自動車保有負担を
大幅に軽減する政策や新サービスの登場が求
められている。

第二には、「いつでもどこでも簡単に使え
る」移動サービスの提供であろう。高齢者地
域、過疎地域の移動難民の解消により、誰も
が安心して生活できる社会インフラ作りが求
められる。

こういったサービス進化の方向性は、技術
進化の下支えにより実現が可能となる。自動

流層以下の所得水準の停滞を背景に、自家用
車保有による家計への負担が増加してきてい
る。これまで移動手段として自家用車を保有
していたユーザーが、自家用車を保有できな
い状況が進みつつある。

第二に、社会動向の変化として、今後の主
要各国における高齢化が挙げられる。国内に
目を向けると、世界でも類を見ないスピード
で高齢化が進行中であることに加え、三大都
市圏への人口の集中に伴う地方都市の過疎
化、およびこれに伴う深刻なドライバー不足
の問題が既に顕在化し始めている。民間・公
営バス事業者はいずれも過去15年で経常収支
比率が悪化しており、100％に迫る勢いであ
り（図 3 ）、特に、過疎地域の路線は費用便
益の観点から削減される傾向にある。

このような高齢化、過疎化の進行により、
いわゆる「移動難民」が増加するという社会
問題が発生する可能性がある。加えて、移動
が困難なため、買い物や外食などの消費減少
という経済問題にもつながる可能性がある。

図3　国内バス事業者の経常収支比率の推移
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トワンマイルという従来型公共交通では非効
率で手薄だったシーンに着目した点が成功の
理由であろう。

米ボストンで14年に創設されたBridj社も
また、独自の機械学習アルゴリズムを活用し
たオンデマンド型マイクロバスサービスを運
営するスタートアップ企業だ。同社は、ミズ
ーリ州カンザスシティ地域交通局（KCA-
TA）、米自動車メーカーのフォード・モー
ターと共に、官民連携型マイクロ交通サービ
スの実証プロジェクト「Ride KC : Bridj」に
参画していることで注目されている。16年 3
月から実施されているこのプロジェクトで
は、Bridj社のテクノロジーを活用し、平日
の通勤時間帯にオンデマンド型バスサービス
をカンザスシティで展開している。モビリテ
ィハードは数人乗りが可能な「フォード・ト
ランジット」である。これは、電車・バスな
どの大型輸送機関とタクシーとの中間を埋め
るサイズであり、またオンデマンド型である
ことから、従来型公共交通機関よりも時間や
場所の融通が利きやすい新たなモビリティサ
ービスとして注目を浴びている。

このように、モビリティ業界はこれまで参
入障壁の高い業界であったが、Round Trip
社やBridj社のように、従来型モビリティサ
ービスではカバーし切れないロケーションや
シーンに特化すれば、企業規模にかかわらず
モビリティ事業の展開が可能となったという
点が近年の特徴といえよう。

②ものづくり企業による
　自動運転モビリティサービス市場参入
自律走行型シャトルバスの開発に取り組む

ミシガン州のスタートアップであるMay 

運転技術のさらなる進行や、これを具体的な
サービスとして実現するプラットフォーム、
BtoB/BtoCアプリの構築、利便性の高い決済
手段の開発などが進んでいくだろう。

諸外国を中心に既にこうした方向性を持っ
た先進的な動きが出てきている。以下に事例
紹介を通じ、「ヒトの移動」の将来の姿にお
いてどのようなプレーヤーがどのようなアプ
ローチでモビリティサービスを作り上げてい
るのかについて解説する。

（2）	 人流サービス市場における4つの潮流

①従来型交通手段の隙間を埋める
　新サービスの登場
米国で事業を展開するRound Trip社は、

医療・病院に特化したオンデマンド配車サー
ビスのベンチャーである。患者自身が医療機
関への送迎を依頼するBtoC型サービスと、
医療機関が患者に代わって送迎サービスを手
配するBtoB型サービスとの 2 種類のサービ
スを運用しているのが特徴である。BtoC型
サービスでは、一般的なオンデマンド型配車
サービスと同様に、患者が専用スマホアプリ
を介して行き先や乗車日時などを指定する
と、自宅と医療機関との間を送迎し、利用料
金はオンラインでクレジットカード決済され
る仕組みである。一方、医療機関を対象とす
るBtoB型サービスでは、病院や診療所など
のスタッフが、集中管理型の専用ダッシュボ
ードを通じて患者の送迎サービスを事前に手
配したり、その移動状況などをモニタリング
したりできる。同社は2016年に設立されたば
かりのベンチャーだが、既に米国北西部の複
数の州において事業展開するなど、急速に成
長している。医療機関に特化した点と、ラス
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③ユーザー接点に強みを持つ
	 プレーヤーによる異業種からの参入
国内では、DeNAがCtoCカーシェアリン

グ事業「Anyca」の運営や、日産自動車と提
携した無人タクシー「Easy Ride」の実証実
験を行うなど、モビリティサービスへ積極的
に参入をしている。Anycaは、2015年のサー
ビス開始以降、特に趣味性の高い外国ブラン
ド車を持つオーナーの登録を進め、通常の
BtoCカーシェアでは利用が困難なモデルの
個人間シェアリングサービスを提供してい
る。また、Easy Rideは、17年以降DeNAと
日産で共同開発を進めている無人運転車両サ
ービスである。18年 2 月からは公道での実証
実験を開始し20年代早期でのサービスインを
目指している。

同社は、ソーシャルゲームで培ったデータ
ベース運用と、直感的で分かりやすいUI構
築力を強みとしているが、今後も同社のよう
なユーザー接点に強みを持つIT事業者によ
るモビリティサービス市場参入が相次ぐと予
想される。

④各移動手段をドライに競争させる
	 マルチモーダルサービスの登場
独ダイムラーは、モビリティテクノロジー

企業Moovel社を通じて、公共交通機関やタ
クシー、カーシェア、レンタサイクルなどを
統合し、都市交通をシームレスにネットワー
ク化するソリューションの開発に2015年から
取り組んでいる。電車やバスといった公共交
通機関、オンデマンド配車サービスやカーシ
ェアリングなど、さまざまなモビリティサー
ビスを組み合わせて目的地までの最適な移動
ルートを検索できるほか、これらのサービス

Mobility社は、2018年 6 月、車両の改造や量
産化において、カナダの自動車部品メーカー
であるMagna International社との提携を発
表した。May Mobility社は、独BMW傘下の
ベンチャー投資会社「BMW iベンチャーズ」
や、トヨタ自動車傘下の「トヨタAIベンチ
ャーズ」らからの出資を受け、都市部での短
距離移動に適した自律走行型シャトルバスの
開発に取り組んできた。今回の両社の提携
は、既存の自動車メーカーを長年サポートし
てきたMagna International社の量産開発技
術と、May Mobility社の自律走行にかかわ
る要素技術の組み合わせにより、モビリティ
市場に本格参入を試みるものだ。

ま た、 中 東 ド バ イ で はNEXT Future 
Transportation社が自律走行型ポッドの試験
走行に着手している。同社が開発する自律走
行型ポッドは、長さ2.87メートル、幅2.24メ
ートル、高さ2.82メートルのほぼ立方体で、
最大10人まで乗車可能としている。道路に設
けられた専用レーンを平均時速20キロメート
ルで走行し、乗客の目的地に応じて、15秒か
ら20秒程度で、別のポッドと連結したり、連
結しているポッドを切り離したりする仕組み
である。

従来、交通運行サービス事業は、特定の事
業者が囲っていた。ただし、今後は、May 
Mobility社やNEXT Future Transportation社
のように、自動運転技術に長けたメーカーや
技術ベンチャーがサービス事業に参入するこ
とも増えていくだろう。ドライバーレスの移
動手段サービスは、有人サービスよりも価格
競争力が高いことが予想され、実現できれば
運行サービスの勢力図が塗り変わる可能性が
ある。
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電子チケットが発券される仕組みとなってい
る。

このようなマルチモーダルサービスは、ユ
ーザーにとっては時間短縮や費用圧縮につな
がり、利便性も増すなどメリットは大きい。
一方で、各モビリティサービス事業者にとっ
ては、従来の棲み分けが希薄になり、同じ土
俵で比較検討されやすくなる側面もある。既
存サービス事業者にとっては、①～③で挙げ
た 3 つの後発参入者に対抗しつつ、モビリティ
サービス間の競争に勝っていかなければなら
ず、難しい舵取りが迫られるであろう（図 4 ）。

3	 人流サービスにおける
	 垣根の崩壊

ここまで、経済・社会動向の変化に伴う既
存の交通手段とユーザーニーズのミスマッチ
が生じ始めており、これを受けて特に諸外国
中心に新たな提供価値創出の動きが出始めて
いることを詳説してきた。こうした新サービ
スの登場はプラットフォーマーという新たな
サービスレイヤーを創出し、既存の人流モビ

をオンラインで予約したり、運賃や利用料金
をオンライン決済できたりする仕組みとなっ
ている。

また、マルチモーダルのシームレス化は、
ヒトの移動に新たな課金モデルを登場させつ
つある。

フィンランドの首都ヘルシンキで、電車・
バス・タクシーなど、複数の交通手段をワン
ス ト ッ プ で 提 供 す るMaaS（Mobility-as-a-
Service：サービスとしてのモビリティ）型
サービス「Whim」が、世界で初めてリリー
スされた。従来、一度のTripに対してその
都度支払いが発生するのがモビリティサービ
スにおいては一般的であるが、「Whim」は、
月額89ユーロ（ 1 万1000円）からの固定料金
で、ヘルシンキ地域交通局（HSL/HRT）が
運営するトラム、地下鉄、バス、フェリーを
好きなだけ利用できるほか、ヘルシンキ市内
のタクシーやレンタカーサービスなども網羅
しているのが特徴である。スマホアプリで目
的地を指定すると、複数の交通手段を組み合
わせた最適な移動ルートを自動で検索でき、

図4　人流モビリティサービスにおける４つの潮流

エンドユーザー

人流モビリティサービス市場

④マルチモーダルサービス

バス

①従来型移動手段の隙間を狙う
ベンチャー

②自動運転を武器とした
ものづくり企業

③ユーザー接点に強みを
持つIT企業

タクシー レンタサイクル 電車 新モビリティ
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カンパニーへの変革を打ち出しているが、そ
れを体現する取り組みとしてこのe-Palette 
Conceptが位置付けられている。

e-Palette Conceptでは、店舗での買い物の
ためにヒトが移動するのではなく、究極的な
姿として、ヒトが買い物をしたいと思った時
間・その場所に目的地が既にある状態を目指
し、移動・物流・物販の一体化を推進してい
る。たとえば、複数のサービス事業者による
車両の相互利用や、複数のサイズバリエーシ
ョンを持つ車両による効率的かつ一貫した輸
送システム、あるいは、サービス事業者のニ
ーズに対応した内装設定により移動中にサー
ビスを提供することを通じ、より有意義な移
動時間へ変化させるなど、新たなモビリティ
サービスの創出に貢献することを想定してい
る。長年取り組んできたリアル（現地現物主
義）とコネクテッドで培ってきたバーチャル
の両方を持っている同社の強みを活かすチャ
レンジとして注目されている。

類似するコンセプトは中国企業によっても
提案されている。中国のDeepblue Tech社で
は、18年 6 月より、無人の移動コンビニ車の
実証実験をスタートさせている。レベル 3 な
がら自動運転機能を備え、ユーザーがスマホ
アプリから時間と場所を指定すれば、無人の
コンビニカーがやってきて車内での購入が可
能だ。同社は無人コンビニに限らず、マッサ
ージ店、美容室、ジム、バー、移動会議室な
ど、ユーザーの使用目的に合わせた用途展開
を検討中である。

スウェーデンのWheelys社も、自走式の無
人コンビニストアの開発に取り組んでいる。
このケースでは、スマホでの商品購入からド
ローンによる配送までも視野に入れるなど、

リティサービスのいくつかの「垣根」を消失
させ得るものとなると考える。また、ユーザ
ーにサービスをリアルタイムで利用可能とさ
せる端末（スマートフォン）が近年爆発的に
普及したことと、こうしたサービスアプリケ
ーションが安価で利用できることを考える
と、BtoCサービスである人流分野は、相対
的に物流分野よりも早く垣根を消失させる可
能性もあるだろう。

IV	商用車モビリティサービス
	 市場の将来展望

1	 物流・人流の垣根も崩壊
前述したように、モノを運ぶ、ヒトを運ぶ

それぞれの分野での垣根崩壊が進む一方で、
モノ・ヒト間についても、今後融合が進むで
あろう。

既に、国内バスにおいては、荷物と乗客を
同じ車両で運ぶいわゆる貨客混載バスサービ
スが各所で進められている。

2018年 3 月には、複数事業者の貨物を同一
便で共同輸送する全国で初めての取り組みと
して、宮崎交通、日本郵便、ヤマト運輸の 3
社による路線バスの貨客混載・共同輸送事業
がスタートした。この計画では、運転時間を
年間377.5時間削減するだけではなく、CO2

排出量も年間12.7tの削減を見込むなど、モ
ノ・ヒトの移動融合による物流効率化のみな
らず、環境負荷低減につなげる取り組みとし
て注目されている。

少し未来の取り組みとしては、トヨタ自動
車が提唱する「e-Palette Concept」が代表的
であろう。同社は自動車会社から移動にかか
わるあらゆるサービスを提供するモビリティ
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これらのハードルをクリアするためには、
仲間が相乗りしやすい仕組みの構築と、それ
らを支える強いリーダー（モビリティサービ
スプラットフォーマー）が必要となる。

Ⅴ	巨大マーケット需要創造に
	 向けて

本章では、強いリーダー（プラットフォー
マー）となるための条件、および、個々の事
業者にとってのプラットフォーマーとの付き
合い方についてその方向性を提示する。

1	 モビリティサービスプラット
	 フォーマーとなるための条件

プラットフォーマーの役割は、モビリティ
横断で予約・課金・決済などのデータ処理を
行い、また、各モビリティサービス共通のシ
ステム基盤を構築し、個々アプリケーション
レイヤーのプレーヤーが相乗りしやすい形に
して提供することである。では、このプラッ
トフォーマーとなるためには、どのような要
件を満たしておくべきなのか、 3 つに分けて
述べる。

（1）	 幅広い自社サービスカバレッジ

ダイムラーでは先にMoovel社の事例を取
り上げたが、このサービス、実は自社グルー
プで賄っている領域が広い。マルチモーダル
のルート案内を手がけるMoovel社自体も買
収によって獲得したピースであるが、それ以
外にもカーシェアや無人レンタカーはcar2go
社と提携、駐車場シェアでは北米でGottaPark
社と提携、タクシー配車は欧米で事業を手が
けるマイタクシー社を買収済みだ。自動車以

未来の生活スタイルそのものを提案してい
る。

これらの動向を踏まえると、将来、よりス
マートなリアルタイムマッチングが実現する
ことで、ヒト・モノ間での空間、時間のシェ
アリングが加速すると考えられる。

2	 商用車モビリティサービスの
	 潜在市場と市場創造に向けた課題

このように、物流分野、人流分野の垣根崩
壊により、モビリティサービス市場は飛躍的
に拡大する可能性が高まる。

米半導体大手インテルによれば、自動運転
やシェアリングによってもたらされるビジネ
ス向けのモビリティサービス市場は、2050年
には 3 兆ドルに上ると試算している。また、
米大手自動車メーカーのフォード・モーター
によれば、車両販売の市場規模は世界全体で
2.3兆ドルである一方、モビリティサービス
の潜在市場規模は5.4兆ドルにもなると試算
している。

ただし、当サービス市場は、技術進化のみ
では創造し得ない。各モビリティサービスに
かかわる事業者間の協業の下、移動・輸送プ
ロセス改革やルール変更を伴って初めて生み
出される市場である。

特にボトルネックとなり得るのが、各社が
持つデータをリアルタイムにオープン化する
ステップであろう。たとえばレンタサイクル
事業者が、カーシェアリング会社に運行計画
や課金に関する生データを提供できるだろう
か。ともすればライバルともなる事業者間で
そのようなやり取りをスムーズに交わすこと
だけでも、そのハードルは高い可能性があ
る。
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に、API（Application Program Interface）
をオープン化したプラットフォームを構築し
た。同社がプラットフォーマーとしての役割
に徹することで、パートナー企業にとって相
乗りしやすい環境を整備したといえる。既に
Uberやアマゾン、滴々出行、ピザハットな
どとのパートナーシップを結んでおり、2020
年の東京オリンピックでのサービスリリース
をターゲットとして、具体化を検討中であ
る。

フォルクスワーゲン傘下のMAN社では、
2016年より、商用車向け車載コネクティビテ
ィのオープンクラウドプラットフォームであ
る「RIO」を展開している。車載デバイスよ
り収集した走行データなどを外部パートナー
に開放し、パートナー企業のアプリ開発を促
進させる試みだ。自社ブランドのトラックに
限らず、他社車両にも追加デバイス搭載対応
を可能としており、顧客である物流企業を面
で捉える点がメーカーとしては新しいアプロ
ーチといえる。パートナーサイドからして
も、MAN車両に限定したサービスにとどま
らないという点は、相乗りしやすい魅力的な
環境であると考えられる。既に初期パートナ
ーとして、集荷・配送の情報管理や、車両検
査、架装内管理、ルート検索などを強みとす
る企業が、当プラットフォームに搭載するア
プリ開発を手がけている。

JR東日本も仲間作りに積極的である。16
年に20年後をターゲットとした「技術革新中
期ビジョン」を策定したが、これを具現化す
る試みとして17年に「モビリティ変革コンソ
ーシアム」を立ち上げた。この中でのワーキ
ンググループの一つである「Door to Door推
進WG」では、モビリティ・リンケージ・プ

外でも、ヘリコプタータクシー開発を手がけ
るベンチャー（ボロコプター社）に出資する
など、マルチモーダル化も見据えて自社のカ
バレッジを拡大している。

ソフトバンクグループもサービスプラット
フ ォ ー マ ー の 有 力 企 業 で あ る。Uberや
Lyft、Grab、滴滴出行といったライドシェ
ア会社や、自動運転の技術開発ベンチャーで
ある先進モビリティへの出資を通じ、モビリ
ティ事業にも本格参入している。また、傘下
企業のHELLO CYCLING社を通じた自転車
シェアリング事業や、SBドライブ社による
自動運転バス実証実験など、こちらも自動車
以外のモビリティに関しても積極的に展開中
である。

プラットフォームビジネスは、すべてのモ
ビリティサービスを自社で賄うのは現実的で
はないが、先の事例のように、ある程度自社
単独でのプラットフォームビジネスが展開で
きる下地がある企業は、スピード感をもって
試行することができるという観点において有
利であろう。

（2）	 仲間作りに向けた仕掛け

繰り返しになるが、サービスプラットフォ
ームの形成においては複数のモビリティサー
ビス事業者を巻き込む必要がある。鉄道やバ
ス、タクシーなどの人流サービス、あるいは
基幹物流や宅配、倉庫管理、求貨求車などの
サービスをつなげる物流サービスを 1 社単独
でカバーするのはハードルが高く、関係各社
の巻き込みが必然となる。

前述のトヨタ自動車のe-Palette Conceptで
は、MSPF（Mobility Service Platform） 上
で、サービス事業者や自動運転技術パートナー
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取引を支えるブロックチェーンなどの技術開
発が必要となるとともに、国・自治体側では
新たな決済手段の普及促進施策が求められる
だろう。物流分野においても、自動運転によ
る高速道路での無人隊列物流の実現のために
は、国・自治体側で自動運転車両の走行に関
する規制枠組み整備や、高速道路上の中継基
地などインフラ面での整備が必要となるだろ
う。

このように、サービスプラットフォーム立
ち上げにあたっては、国・自治体と共に実証
実験を進め、適切な政策への落とし込みを促
していく力が必要となる。

2	 勝ち馬となるプラットフォーマー
	 選定に向けて

先に挙げた、サービスプラットフォーマー
は今後メジャープレーヤー同士の熾烈な争い
となるだろう。将来は、サービスプラットフ
ォーマー同士の合従連衡・淘汰も進むと考え
られる。2018年10月には、ソフトバンクグル
ープとトヨタ自動車が、モビリティサービス
の新会社「MONET Technologies」の設立
を発表するなど、既にその動きは出始めてい
る。ただし、事業としての実績はこれからと
いう段階であり、現時点でどこが勝ち馬とな
るのかはいまだ不透明である。では、プラッ
トフォーマーを志向しない、各モビリティサ
ービス事業者やモビリティハードメーカーは
どのようなスタンスでこの混沌とした時代を
乗り越えていくべきか。次に 3 つのアプロー
チを提案する。

（1）	 八方美人戦略

正直なところ、どのプラットフォーマー候

ラットフォームを構築し、出発地から目的地
までの「シームレスな移動」の実現を目指し
ている。現在、鉄道に限らず、シェアサイク
ルやタクシー、バスなどを含めた、マルチモ
ーダルの認証や決済などの仕組み構築に向
け、実証実験が進められている。

当コンソーシアムには、既に120を超える
企業・団体が集まっており、国内におけるサ
ービスプラットフォームを形成する基盤とな
る可能性が高い。

このように、サービスプラットフォームの
立ち上げにあたっては、仲間作りが重要とな
るが、そのためには外部パートナー企業に魅
力的と感じてもらう仕掛けや、異なる事業者
同士が価値観やゴールをシェアできるビジョ
ン作りが重要になるだろう。

（3）	 国・自治体を巻き込む力

プラットフォームの確立に向けては、公共
交通機関との調整や規制改革を必要とするこ
とが多いと想定される。このハードルをクリ
アしていくためには、事業者とこれを受け入
れる国・自治体の双方の努力が必要になる。
前述した「Whim」を提供するMaaS Global
社は、小規模ながらもフィンランドにおいて
世界に先行するサービスを立ち上げたが、こ
れを実現できた背景として、政府・自治体に
よるルール改正を含めたバックアップがあっ
たことが大きいと考えられる。

たとえば、マルチモーダルサービスでは、
私的な交通手段（徒歩、自転車、自家用車、
タクシーなど）と、公的な交通手段（バス、
鉄道など）を組み合わせるため、自治体の協
力が不可欠となるだろう。また、課金の利便
性向上にあたっては、事業者側でその安全な
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（3）	 メーカーは標準化の備えを

プラットフォーマーの出現は、単一モビリ
ティ提供者にとっては、一見脅威とも捉えら
れる。各モビリティとのリンケージやサービ
スとしての使い勝手を重視するプラットフォ
ーマーからすると、より簡素化されたベース
車を求めるため、ハードとしての標準化、あ
るいはコモディティ化が進む。レンタサイク
ルが万人に使われやすいデザイン・機能に統
一されているのが分かりやすい事例だ。

これまで顧客セグメントごとに少なからず
ハードをカスタムすることにより付加価値を
伸ばしてきたメーカーにとっては、プラット
フォーマーの出現により、その付加価値をそ
がれるリスクがある。標準モデルでの事業競
争力を確保し、複数プラットフォーマーに担
いでもらう準備を進めたり、あるいはサービ
スレイヤーに事業領域を広げ、新たな付加価
値を取り込んでいったりといった戦略転換を
通じ、脅威を事業機会へと変えていく必要が
出てくるであろう。

3	 次の100年を支えるために
商用車モビリティサービスは、ドライバー

不足やドライバーの労働環境改善、あるいは
移動難民の救済などにつながる社会的意義も
あり、そして経済的にも非常に大きなインパ
クトを持つ。

その高い潜在性故に、当市場をいち早く掘
り起こそうとするプラットフォーム競争は既
にグローバルで始まっている。海外では、プ
ラットフォーム間のインターフェースにおけ
る国際標準化の議論も進められているなど、
その進化のスピードは日々増しており、国内
にとどまっていては取り残される可能性もあ

補が勝ち馬になるか見えないところではある
が、「まずは様子見」というスタンスは得策
ではない。情勢が決まってから仲間に入れて
くださいというのは条件面で不利に働く可能
性があるほか、既に自社がカバーしたいピー
スが埋まって仲間に入れてもらえない場合、
既存顧客からも選ばれなくなる可能性も出て
くる。

一方、特定の候補に決め打ちして乗ってい
くのもリスクがある。特にモビリティ市場に
おいては、地域ごとに移動手段の価値が異な
り、一つの地域での成功事例が他地域でその
まま通用するわけではない。まずは、幅広い
プラットフォーマーとの関係構築を進めつ
つ、よりよい条件で付き合えるプラットフォ
ーマーや、プラットフォーマー間の競争状況
を見極める必要があるであろう。

（2）	 強いサービスの磨き上げ

同時に、当然であるが、各プラットフォー
マー候補に魅力的なアプリケーションサービ
スと認識させるためにも、各サービスの磨き
上げは必要であろう。

たとえば自動運転時代におけるバス運行管
理の自動化や、トラック物流におけるメンテ
ナンスサービス網の整備など、特定地域にお
ける特定サービスだけでもオンリーワンのサ
ービスを確立しておくこと、さらにはそれら
を外部へ積極的に発信し、プラットフォーマ
ーに対してPRしていくことが重要である。
強いサービスを確立できれば、プラットフォ
ーマーや他モビリティサービス事業者とのレ
ベニューシェア協議においても有利に交渉が
進められるだろう。



53商用車モビリティサービスの進化

る。
しかしながら、日本国内には世界に誇る武

器が豊富にある。高密度な交通ネットワーク
を長年にわたって支えてきたインフラ基盤
や、オンタイムでの移動・輸送を支えるきめ
細かいサービス・ソフトウエア基盤、あるい
は現地現物でのオペレーションカイゼンを追
求し続ける企業風土など、いずれも世界に類
を見ない。これらの強みは物流・人流問わ
ず、モビリティサービス全盛の時代において
も通用するであろう。当市場に参入を試みる
事業者には、是非これらの強みを組み込んだ
プラットフォームの構築を進めることで、次
の100年を支えるモビリティ産業を創り上げ
ていただきたい。
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